様式第１号
令和　　年　　月　　日
福島県知事　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（役職・氏名）

福島県原子力被災事業者事業再開等支援補助金交付申請書
　福島県原子力被災事業者事業再開等支援補助金交付要綱第６条の規定による補助金の交付を受けたいので、下記のとおり申請します。
記
１　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額
　(1) 補助事業に要する経費　　　  　　　　　　　　　　　円
　(2) 補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　円　（千円未満切り捨て）
　　　（複数回申請の場合：同一計画での補助金交付済額　　　　　　　円）
２　補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分
　　（別紙１「事業再開等計画書」のとおり）
３　補助事業完了予定期日　　　　　　　　　　年　　月　　日
４　本件責任者及び担当者
　　責任者氏名
　　担当者氏名
　　連絡先

(注) １　次の書類を添付すること。ただし、東北地方太平洋沖地震及び原子力災害により甚大な被害を受けたため、添付できない書類については、理由書をもって代えることができる。

□　定款のコピー及び登記事項証明書、又はこれに準ずるもの
□　原子力災害時に１２市町村内で事業を行っていたことを証明できる書類

□　暴力団排除に関する誓約書

□　役員一覧

□　決算書（直近２期分：休業中の者は震災前の決算書）のコピー
□　納税証明書（県税に未納がないことを証明するもの）
□　会社案内（提出可能な場合）

□　認定経営革新等支援機関確認書

※認定支援機関が事業再開等計画書を確認した際に使用した資料一式を添付すること。
□　別紙１に記載の添付資料
□　その他知事が必要と認める書類
２　本様式は、日本産業規格Ａ４判とすること。
様式第１号（別紙１）

事 業 再 開 等 計 画 書
１　申請者の概要

（１）申請者の所在地、設立日等

	フリガナ
	
	フリガナ
	

	申請者名
（法人番号※）
	（　　　　　　　　　　　　）
	代表者

職・氏名
	

	所在地
	〒



	電話番号
	（　　　　）　　　－　　　　
	FAX番号
	（　　　　）　　　－　　　　

	電子ﾒｰﾙ

ｱﾄﾞﾚｽ
	@
	URL
	http://

	連絡先

(上記申請者と異なる場合に記入してください)
	フリガナ
	
	住所
	〒



	
	担当者

氏　名
	
	
	

	
	電話番号
	（    ）   －    
	FAX番号
	（    ）   －    

	
	電子ﾒｰﾙ

ｱﾄﾞﾚｽ
	@
	
	

	設立年月日
	年　　月
	資本金
	万円
	従業員数
	人

	震災時の12市町村内の事業実施場所
	□　所在地に同じ。
□　その他［住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］


	現在の１２市町村内の事業実施場所
	□　１２市町村内では事業を実施していない。

□　所在地に同じ。

　　

□　その他［住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

　　



※法人の場合は、法人番号を記載してください。法人番号がない場合（個人事業主等）は、「なし」と明記してください。マイナンバー（個人番号）は絶対に記載しないでください。
（２）申請者の事業等

	現在の業種・業務内容・主要製品等

	現在の業種
	□ 鉱業、採石業、砂利採取業

□ 建設業

□ 製造業

□ 電気・ガス・熱供給・水道業

□ 情報通信業

□ 運輸業、郵便業

□ 卸売業・小売業

□ 金融業、保険業

□ 不動産業、物品賃貸業
	□ 学術研究、専門・技術サービス

□ 宿泊業、飲食サービス業

□ 生活関連サービス業、娯楽業

□ 教育、学習支援業

□ 医療、福祉

□ 複合サービス事業

□ サービス業（他に分類されないもの）

□ その他

	業務内容（主な製品や実施している業務の内容を具体的に記載してください。）
	

	事業者の略歴

	

	後継者の氏名
（現在の事業について、後継予定者がいる場合、その方の氏名を記載してください。
（いない場合は空欄））
	


（３）経営計画等

　①経営状況・計画
	経営状況表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	実　　　績
	　　　　　　　計　　画

	
	震災前

年　月
	年　月
	年　月
	年　月
	年　月
	年　月
	年　月

	売上高
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	売上原価
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	うち減価償却費
	
	
	
	
	
	
	

	売上総利益
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	販売管理費
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	うち減価償却費
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	営業利益
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	営業外損益
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	経常利益
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	特別損益
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	税引前利益
	　
	
	　
	　
	　
	　
	　

	新規雇用人数
	
	
	
	
	
	
	

	借入金の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	金融機関名
	借入年月
	現在借入残高
	返済月額
	最終返済年月

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　（注１）表中、震災前の売上高は、平成２３年３月１１日前に終了した直近の事業年度に係る売上高を記載してください。
②経営状況・計画の積算根拠等
　　　・売上高（商品単価、工事単価、売上見込個数、見込工事件数など）
　　　・売上原価（商品仕入原価、材料費、製造に係る光熱水費など）
　　　・販売管理費（人件費、販売促進費、事務所家賃・光熱水費など）
　　　・営業外損益
　　　・特別損益
２　事業の概要等
（1） 事業再開等計画名
※採択事業者公表時に公表されるため、３０字程度で簡潔に記載してください
（2） 事業の概要
	事業実施地

（予定地）
	住所：

事業実施地は以下に該当します。

□　帰還困難区域　　　□　特定帰還居住区域

□　特定復興再生拠点区域

□　大熊町又は双葉町　□　その他の地域

	業種・業務内容・主要製品等
	□　今回の計画は、本申請書１．「（２）申請者の事業等」の「現在の業種・業務内容・主要製品等」に記載した業種・業務内容の中で実施する投資です。

※「現在の業種・業務内容」が複数ある場合、今回、どの業種・業務内容の分野において投資するかを以下に記載してください。


□　上記以外の業種・業務内容での投資です。

※計画している業種・業務内容・主要製品等を以下に記載してください。




	再開等区分
	本事業計画は以下に該当します。

□　帰還再開　

□　休業再開　

□　新たな事業分野に係る投資

□　現在の事業分野に係る投資

	複数回申請
※該当しない場合はチェック不要
	本事業計画は以下に該当します。
□　過去に交付決定を受けた事業再開等計画と同一の計画に係る申請であって、既交付額の合計が補助限度額に達していない場合の追加投資
□　既に補助限度額に達する交付を受けており、同じ事業再開等計画について追加投資を行う場合

□　避難指示解除等の状況に応じて事業再開等を行う計画
□　再開後の事業環境の変化や外的要因等に適応・対応しようと事業拡大等を図り、地域の復興にも資する計画（申請前に県に要相談）


Ａ）事業再開等計画の概要

　　Ｂ）補助事業を実施する理由（補助対象となるものが必要となる理由、経費の必要性についても記載すること）
　　Ｃ）補助事業の効果（各項目必ず記載すること）
　　　・売上への効果
　　　・まち機能の回復
　　　・働く場の創出
　　Ｄ）事業再開等に必要な資格等に係る取得・準備状況、関係者との調整状況
　　　・事業再開等に必要な資格や営業許可等とその概要
　　　・事業再開等に必要な資格や営業許可等の取得・準備状況
　　　・事業再開等にあたっての関係者等の調整状況
　　Ｅ）補助事業実施後の将来展望（10年、20年後の展望）

３　補助金等の交付を受けた実績説明（申請中の案件を含む）
事業の重複を確認するため、申請者が東日本大震災以降に受けた国及び県の類似の補助金（中小企業等グループ施設等復旧整備補助金、企業立地補助金、中小企業等復旧・復興支援事業、原子力被災事業者事業再開等支援補助金ほか）の実績及び本事業との相違点を記載してください。

	補助金の名称
	

	交付決定（申請）年月
	

	実施期間
	

	補助金受給額（※１）
	

	今回の事業との相違点等（※２）

	

	前回事業の投資効果及び現状（※３）

	


※１補助金を申請中又は補助事業実施中の場合、補助金申請額又は交付決定額を記載してください。

※２原子力被災事業者事業再開等支援補助金の交付を受けた方は、前回の事業再開等計画と重複しない場合は相違点を、事業再開等計画が重複する場合は、再開後のどのような事業環境の変化や外的要因に対応するための計画か、さらに地域の復興にどのように資する計画なのか記載してください。
※３原子力被災事業者事業再開等支援補助金の交付を受けた方のみ記載してください。

４　事業全体の具体的な内容（該当する箇所のみ記載）
　（１）人件費
	区分
	経費の詳細
	所要経費（Ａ）

	人件費
	
	

	合計
	


（２）施設・設備の整備・修繕等（土地の取得等を含む）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	名称
	整備・修繕等の内容
	所要経費（Ａ）

	施設
	
	
	

	土地
	
	
	

	設備（税抜き単価50万円以上）
	
	
	

	設備（税抜き単価50万円未満）
	
	
	

	雑役務費
	
	
	

	
	
	合計
	


　
（３）宿舎整備（土地の取得を含む）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	施設の名称
	整備の内容
	所要経費（Ａ）

	宿舎
	
	
	

	土地
	
	
	

	雑役務費
	
	
	

	
	
	合計
	


（４）新商品・サービス開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	事業の名称
	事業の内容
	所要経費（Ａ）

	新商品・新サービス開発に要する費用
	
	
	

	雑役務費
	
	
	

	合計
	


　
（５）市場開拓調査　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	事業の名称
	事業等の内容
	所要経費（Ａ）

	市場開拓調査のための費用
	
	
	

	広報費
	
	
	

	雑役務費
	
	
	

	合計
	


（６）その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区分
	事業の名称
	事業等の内容
	所要経費（Ａ）

	
	
	
	

	
	
	
	

	合計
	


注）事前に認定経営革新等支援機関の確認を受けた事業再開等計画に限ること。
注）補助対象経費に関する事業だけでなく、事業全体の具体的な内容について記載すること。
注）所在地・場所には、施設の所在地や設備の設置場所の住所を記載すること。

　注）所要経費は、当該事業を遂行するために必要な経費で、合計は５「経費の配分」の所要経費（Ａ）と同額になります。
５　経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　分
	所要経費
（Ａ）
	補助対象経費

（(A)のうち、補助対象外の経費を除いた額）

（B）
	補助金所要額

（(B)又は限度額のいずれか低い額×指定された補助率以内の額）
(C)
	補助金申請額
（D）
C≧D
	備考

	人件費
	人件費
	
	
	
	
	

	事業費
	施設・設備の整備・修繕（土地の取得等を含む）
	
	
	
	
	

	
	宿舎整備（土地の取得を含む）
	
	
	
	
	

	
	新商品・新サービス開発
	
	
	
	
	

	
	市場開拓調査
	
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	
	

	計
	
	計
	
	
	

	
	
	限度額
	
	
	


　注）全て消費税を控除した金額を記載してください。

  注）補助対象経費の限度額は、原則として１３００万円です。なお、限度額を１３００万円を超えて引き上げる際には、市町村復興計画等確認書の提出が必要です。

注）補助金所要額の計は、補助対象経費又は補助対象経費配分額のいずれか低い額に指定された補助率を掛けた金額です。
　注）補助金申請額の計は、千円未満を切り捨ててください。

６　資金調達内訳
　（１）事業再開等計画における資金調達内訳

	区　　　分
	予　算　額（円）
	調達先等（金額の内訳）

	自己資金
	
	

	借入金
	
	調達先：

見込み：

　□既に調達済み

　□調達先に相談済（調達の見込有）
□調達先に相談済（相談中）
　□今後相談予定


	その他
	
	調達先：

見込み：

　□既に調達済み

　□調達先に相談済（調達の見込有）
□調達先に相談済（相談中）
　□今後相談予定


	補助金申請額
	
	

	計

（＝所要経費の計）（Ａ）
	
	


　（２）つなぎ資金（補助金受給までの事業資金）の調達方法及び調達見込み：


[image: image1]
７　認定支援機関　（事前に事業計画の確認を受けた認定支援機関名等を記載してください。）
	認定支援機関名：


	認定支援機関の支店名または個人の名前等（注１）：

	認定種別（注２）：


	認定支援機関担当者名：

	認定支援機関電話番号：


	認定支援機関担当者メールアドレス：



注１：認定支援機関が金融機関等の場合に、支店名等を記載してください。個人事務所等の場合、
代表者名等を記載してください。
注２：認定種別は以下から選んでください。
・地銀


・信金

・信組

・その他金融機関（都市銀行など）
・税理士

・税理士法人
・公認会計士
・監査法人
・弁護士

・弁護士法人
・商工会
・商工会議所
・中小企業団体中央会
・中小企業診断士

・社会保険労務士
・行政書士

・民間コンサルティング会社
・NPO法人
・一般財団法人
・一般社団法人
・公益財団法人
・公益社団法人
・個人コンサル
・その他
　〔添付資料〕

　　□　施設の整備・修繕等（土地取得等を含む）、設備の導入・更新・修理、宿舎整備（土地の取得を含む）、新商品・新サービス開発、市場開拓調査に要する費用が確認できる書類

　　　　（仕様書、見積書等。補助対象外の経費と一括契約の場合は、区分（按分）の計算根拠も添付すること。）
　　□　内容がわかるような図面、図表、写真、カタログなど
　　□　市町村復興計画等確認書（補助対象経費を1300万円超にしようとする場合のみ）
　　□　前回事業の投資効果を確認することができる書類（過去に福島県原子力被災事業者事業再開等支援補助金の交付を受けた場合のみ）
　　　　（書類の例）

　　　　・補助金の交付前、交付後の売上や受注件数の比較

・（施設、設備、宿舎の場合）利用状況の報告

・（新商品、サービス開発）新商品、サービスの販売状況

・（市場開拓調査）調査の結果を踏まえた取り組み内容













調達方法：　□自己資金　　　□借入金　　　□その他（　　　　　　　　　　）


　　　　　　□未検討





調達見込み：□既に調達済み


□調達先に相談済み（調達の見込有）


□調達先に相談済み（相談中）


□今後相談予定











